
GIGAスクール構想の実現に向けた調達等に
関する状況（８月末時点）について

（速報値）

※ 集計対象自治体数 （全国：1,811自治体、13都道府県：740自治体）
※ 速報値であり、数値については今後、精査を行う。また、端数処理の都合上、合計が100%に一致しない。



端末の調達に関する状況について
（令和２年８月末時点）

○ 関連経費の議会承認状況

速報値

８月までに
承認済み

年内予定 ［496自治体(27.4%)］ 年度内予定 ［0自治体(0.0%)］

9月 10月 11月 12月 その他 1月 2月 3月 その他

全国
1,289
（71.2%）

429
(23.7%)

18
(1.0%)

2
(0.1%)

27
(1.5%)

20
(1.1%)

0
(0.0%)

0
(0.0%)

0
(0.0%)

0
(0.0%)

（参考）
うち13都道府県

551
（74.6%）

155
(21.0%)

8
(1.1%)

0
(0.0%)

8
(1.1%)

9
(1.2%)

0
(0.0%)

0
(0.0%)

0
(0.0%)

0
(0.0%)

○ 調達の公示状況
８月までに
公示済み

年内予定 ［691自治体(38.2%)］ 年度内予定 ［9自治体(0.5%)］

9月 10月 11月 12月 その他 1月 2月 3月 その他

全国
1,051
（58.0%）

338
(18.7%)

241
(13.3%)

39
(2.2%)

31
(1.7%)

42
(2.3%)

2
(0.1%)

0
(0.0%)

3
(0.2%)

4
(0.3%)

（参考）
うち13都道府県

467
（63.2%）

120
(16.2%)

93
(12.6%)

11
(1.5%)

14
(1.9%)

16
(2.2%)

0
(0.0%)

0
(0.0%)

0
(0.0%)

2
(0.3%)

端末の調達に関する各自治体の進捗を把握するため、以下の項目について調査。

※ 本資料における「１３都道府県」とは、特に重点的に感染拡大の防止に向けた取組を進めていく必要がある都道府県（「特定警戒都道府県」）を指す。
（北海道、茨城県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、石川県、岐阜県、愛知県、京都府、大阪府、兵庫県、福岡県）

１

※「年内・年度内」の回答がなく「月別」について「その他」を回答又は回答がない自治体 全国：26自治体(1.4%)、13都道府県：9自治体(1.2%)

※「年内・年度内」の回答がなく「月別」について「その他」を回答又は回答がない自治体 全国：60自治体(3.3%)、13都道府県：17自治体(2.3%)

(自治体数)

(自治体数)



端末の調達に関する状況について

○ 納品完了時期

速報値

※「年内・年度内」の回答がなく「月別」について「その他」を回答又は回答がない自治体ついては、ヒアリング等の内容を反映している。
※「年内・年度内」の回答がなく「月別」について「その他」を回答又は回答がない自治体ついて、公立学校情報機器整備費補助金の措置分(2/3)に相当
する数について、7自治体が年度内に納品が完了しない可能性がある。

（令和２年８月末時点）

○ 事業者の選定状況
８月までに
選定済み

年内予定 ［887自治体(49.0%)］ 年度内予定 ［18自治体(1.0%)］

9月 10月 11月 12月 その他 1月 2月 3月 その他

全国
876

（48.4%）
453

(25.0%)
250

(13.8%)
115

(6.4%)
42

(2.3%)
27

(1.5%)
4

(0.2%)
3

(0.2%)
5

(0.3%)
6

(0.3%)
（参考）

うち13都道府県
376

（50.9%）
191

(25.8%)
87

(11.8%)
44

(6.0%)
15

(2.0%)
12

(1.6%)
3

(0.4%)
0

(0.0%)
0

(0.0%)
2

(0.3%)

２

８月までに
納品済み

年内予定 ［496自治体(27.4%)］ 年度内予定 ［1,271自治体(70.2%)］

9月 10月 11月 12月 その他 1月 2月 3月 その他

全国
37

(2.0%)
42

(2.3%)
78

(4.3%)
73

(4.0%)
271

(15.0%)
32

(1.8%)
149

(8.2%)
287

(15.8%)
704

(38.9%)
131

(7.2%)
（参考）

うち13都道府県
17

(2.3%)
15

(2.0%)
26

(3.5%)
26

(3.5%)
123

(16.6%)
13

(1.8%)
70

(9.5%)
117

(15.8%)
269

(36.4%)
63

(8.5%)

※「年内・年度内」の回答がなく「月別」について「その他」を回答又は回答がない自治体 全国：30自治体(1.7%)、13都道府県：10自治体(1.4%)

(自治体数)

(自治体数)

速報値



今後の新型コロナウイルス感染症の感染拡大に備えた対応について

６月に実施した調査（※）において、全自治体が何らかの対応を行っているところであり、また、家庭のICT端末の
整備状況を考慮した上で、さらに効果的・効率的に『学びの保障』を行うために、積極的なICTの活用を促していく
前提を踏まえ、ICT環境が整っていない家庭に対する対応について調査

速報値

＜検討中の対応策の例＞
国のルータ等の整備に関する補助事業を活用して、貸し出し用のルータを整備
自治体の補助事業を活用して、貸し出し用の端末・ルータを整備
地方創生臨時交付金を活用し、貸し出し用の端末・ルータを整備
既存の端末の貸し出しを実施
家庭にICT環境がない児童生徒のみ、学校のコンピュータ室を利用

全児童生徒に
準備済み

最終学年に対して
準備済み 対応策を検討中

全国
520

（28.7%）
93

（5.1%）
1,193
（65.9%）

（参考）
うち13都道府県

239
（32.3%）

45
（6.1%）

454
（61.4%）

○ ICT環境が整っていない家庭に対して、何らかの対応策を準備しているか

（※） 新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた公立学校における学習指導等に関する状況について（令和2年6月23日時点）

（令和２年８月末時点）

(自治体数)

ノートパソコン タブレット

自分専用 親と共用 自分専用 親と共用
兄弟・姉妹と

共用

中学生 7.7% 84.9% 28.2% 54.9% 13.1%

小学生 9.5% 84.5% 20.1% 62.9% 13.7%

• インターネットを利用している家庭における小・中学生のノートパソコン、タブレットの専用・共有状況について

（令和元年度 青少年のインターネット利用環境実態調査（内閣府））

３



端末の納品完了時期について

年内に納品予定
年度内に納品予定
その他

※ 公立学校情報機器整備費補助金（以下、「補助金」という。）によって整備する端末
の状況を示しており、補助金を活用せず整備している自治体については、補助金の措
置分（２／３）に相当する台数についての状況を示している。

※ その他は、来年度以降に、補助金の措置分（２／３）に相当する台数を自主財源で整
備予定の自治体を含む。

※ 「年内に納品予定」、「年度内に納品予定」の回答がなく判別がつかない自治体に対
してはヒアリングを行いその内容を反映している。

速報値

４

（令和２年８月末時点）


